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飯能市は県下40市中で5年連続でトップになりました。（H29年度）

第7次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書（１）

生活習慣病予防からはじめる健康づくり

生活習慣病を予防するために、健診受診率の向上、保健指導の充実、普及啓発、環境整備、市民との協働を推進します。

主な取組

①特定健診・各種がん検診等受診率の向上と特定保健指導の充実

②特定健診・保健指導の体制整備の支援と実務者の育成

③禁煙支援・受動喫煙防止対策の推進

④糖尿病対策の推進

⑤健康づくりに関する知識の普及啓発

市、保険者、保健所、医師会、薬剤師会、歯科医師会、地区組織

平成３０年度の実績（見込）

　○各種がん検診の精度管理向上のため、必要に応じ担当理事を中心に判定委員会を開催し調整会議を開催。

　○特定健診・各種がん検診等の受診率向上のため、会員医療機関において各種健診等の実施。

　○各種啓発、ＰＲポスター等の医療機関への積極的な掲示。

（１）特定健康診査等（１月末の見込み）
　・生活保護対象者等健康診査　対象者７０７人　受診者１１０人　受診率１５．６％
　・３０歳代健康診査　受診者１８３人
　　実施方法
　　個別健診　：特定、後期高齢者、生活保護等健康診査は、市内指定医療機関で実施。
　　集団健診　：特定と３０歳代健診を保健センターで２５回／年実施。
　
（２）がん検診等（１月末の見込み）
　・胃がん検診　     　 個別検診　     ４,５３５人  /    集団検診　　　３１１人
　・肺検診　　　　　　　  個別検診　 １６，６５４人  /    集団検診　　   ９１２人
　・大腸がん検診　  　 個別検診 　１０，５６０人  /    集団検診　 １，１５５人
  ・前立腺がん検診 　 個別検診      　  ３３０人  /    集団検診　　　　 ６３人
　・肝炎ウイルス検診  個別検診       　 ９２０人
  ・乳がん検診　　　　　個別検診      ２，９８５人 /    集団検診　　　 ４４７人
　・子宮がん検診　　　 個別検診   頸部１，２５８人・頸体部　　１，４１２人
　・成人歯科健診　　   個別健診　　　　 ８２４人

西部保健医療圏 地域保健医療計画 圏域別取組状況 資料２－２



実施主体
平成３０年度
の主な取組

平成３０年度の実績（見込）
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（３）特定保健指導の充実（１月末現在）
　特定保健指導対象１，０２１人　利用者１４７人 　利用率１４．４%（特定保健指導は９月から翌年４月まで実施）
　周知方法：健診結果とともに、相談・教室の案内一覧を情報提供として配布。４０歳からの対象者に保健指導案内と保健指導利用券を個別に送付。その後、電話による勧奨を行い、さらに、未利用者に、は
がき等通知による勧奨を行っている。平成３０年度の新たな取り組みとして、保健センターの集団健診時に初回面接を分割で実施。（５６人に実施)

・特定健診受診券と合わせてがん検診の受診案内を送付（送付件数３０，８０５通）
・電話での受診勧奨（40歳到達者や連続未受診者を対象。架電件数１，２０２人）
・ハガキでの受診勧奨（前年度新規受診者や連続未受診者を対象。送付件数３，２５９通）
・健診PR（広報紙、ポスター、市ホームページ、市役所庁舎内コミュニティビジョン）
・事業者健診の健診会場で健診結果提供の呼びかけ
・特定健診実施指定医療機関で医療機関からの受診勧奨

＜特定健診＞
・特定健康診査等受診勧奨事業実施計画を策定し、特定健診受診期間の中間となる9月と期間終了間際の1月を強化月間と定め、多角的なアプローチによる受診勧奨事業を実
施した。
(1)ハガキによる受診勧奨（9月、1月、2月）
(2)未受診者への、ハガキ送付並びに送付直後の電話勧奨による受診勧奨（1月～2月）
(3)各種メディアを通じた啓発活動事業（広報、各医療機関でのポスター等掲示、医療費通知、ケーブルテレビCM等）
(4)各種イベント等における関係各課と連携した啓発活動事業（健康まつり、食育月間イベント等）
(5)啓発バッチ装着
(6)30歳代健診（申し込み制）の実施による、若年層からの健診習慣の醸成

　[特定健診受診率実績]
　平成28年度特定健診受診率　　　　　 ：　38.7%
　平成29年度特定健診受診率　　　　 　：　39.5%
　平成30年度特定健診受診率（見込）　：　39.5%

＜特定保健指導＞
・特定保健指導事業案内発送時の個別の健診結果を活用した丁寧な情報提供
・特定保健指導事業の内容の改善（気軽に参加できる講座として、健診結果説明会を新設）
・保健師による訪問・電話による特定保健指導未利用者勧奨事業
・特定保健指導未利用者勧奨を目的に、講習会等を開催し、対象者へハガキによる勧奨を実施

　[特定保健指導利用率実績]
　平成28年度特定保健指導利用率　　　　　 　  ：　 8.5%
　平成29年度特定保健指導利用率　　　　　　   ：　12.4%
　平成30年度特定保健指導利用率（見込）　    ：   16.2%

＜がん検診＞
・40・50・60・70歳の市民に各種検診の案内と切手不要の申し込みはがきを送付。発送件数：19,699件
商業施設を利用して健康相談を実施し、特定健診・各種がん検診の受診勧奨及び特定保健指導のＰＲを実施　１１回/年　（参加者　８８４人）

特定保健指導を一部業者委託し、保健指導の利用勧奨方法及び実施方法の見直しを行い利用率の向上に努めた

生活習慣病、メタボリックシンドローム、各種がんに関する知識の普及をし、特定健診・各種がん検診等の意義及び必要性の周知



実施主体
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平成３０年度の実績（見込）
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ＦＭラジオ、ケーブルテレビ、ＨＰ，市広報紙での受診勧奨

各種封筒へ受診促進文書を印刷し健（検）診受診をＰＲ

がん検診推進事業の実施・・・子宮がん20歳、乳がん40歳の人に無料クーポン券を送付。未受診者に対して勧奨通知の実施。
受診者数（30年12月末現在）：子宮がん集団9回0人、子宮がん個別6人、乳がん集団9回27人、乳がん個別27人

特定健診受診強化月間を定め啓発ポスターの掲示や啓発物（ポケットティッシュ）を配布し、健診受診をＰＲ

市庁舎・医療機関・商業施設・工業団体に受診勧奨ポスター及びチラシの窓口配布

受診率の低い地区に特定健診実施の早い段階で受診勧奨チラシの回覧

未受診者に対して受診勧奨通知を送付

○特定健診の実施
 　・地区医師会と連携した特定健診の実施

○特定保健指導は市直営で実施（健康づくり支援課）
　・特定保健指導に関する埼玉医科大学との共同研究（メタボリックシンドローム効果判定事業）を実施した。
　・特定保健指導未利用者に対し、電話勧奨、再通知、訪問による勧奨（特定保健指導の実施）を行った。
　・特定保健指導開始時にインセンティブの提供を行った（訪問により開始した方を除く）。

○がん検診の実施
・集団がん検診の実施（16日間、11会場）
・女性限定日（2日）、うち１日は骨そしょう症検診と同時に実施
・ほぼ全日程で複数のがん（胃・肺・大腸・乳）を１日で受診可能として実施
・がん医療機関検診の実施

○肝炎ウイルス検診の医療機関での実施
　・前立腺がん検診と同様に特定健康診査と同時受診が可能。同時受診の場合の一部負担金は診察料、採血料分を単独受診よりも低額とした。

○18歳から39歳までの方の健康診査の医療機関での実施

特定健診（飯能地区医師会に業務委託）・・・受診率：平成29年度45.0％
特定保健指導（市直営）・・・実施率：平成29年度8.8％

各種がん検診の実施・・・広報・ホームページ・個別勧奨通知等による啓発普及。集団検診では複数のがん検診を同日実施。個別検診（医療機関検診）の実施。
受診者数（30年12月末現在）：肺がん集団10回821人、肺がん個別245人、胃がん集団7回574人、子宮がん集団9回286人、子宮がん個別230人、乳がん集団9回399人、乳がん個別207人、大腸がん検診20
回1,362人、前立腺がん1回139人、前立腺がん個別85人

肺がん・結核検診と大腸がん検診を同時に受診することができる特定健康診査の集団健診を年４回実施
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平成３０年度の実績（見込）
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・特定保健指導に関わる研修会には積極的に職員を派遣した。
・体制整備の見直しのため、他市を視察し、情報収集を行った。

特定健康診査について周知、PR(広報紙年２回掲載、HP掲載、ポスター作成し公共施設及び医療機関等での掲示、受診券送付時に市オリジナルパンフレット同封、商工会やJAなど地域団体へチラシ配布、
健康まつり及び市民まつりでのPR)

特定健康診査受診期間を12月末から３月末へ延長

特定健診未受診者勧奨(勧奨はがき送付１回目9,021件、２回目7,732件、電話勧奨10月～２月末まで実施)
特定健診受診者に対する健康ポイントの付与。特定健診受診者に実施医療機関でチラシを配布してもらい保健指導のＰＲを実施。特定保健指導対象者に対する電話勧奨。

初めて特定健康診査を受けた60代へインセンティブによる受診勧奨

特定保健指導に関する埼玉医科大学との共同研究の実施

特定健診、がん検診に於いては受診率向上に努め未受診者には医療機関での案内等を図る。

特定健診及び特定保健指導について、ふじみ野市へ視察

・国保データヘルス推進事業データ活用研修会　:　年２回
　H30.10.3　講義とグループワーク　参加者４４人　H30.11.30　講義とグループワーク　参加者３７人

・働き盛り世代の健康管理研修会　:　年１回（西部地区保健所合同）
　H30.12.18　事例報告と講義「食を活かした健康経営」　参加者５３人（管内９人）

特定保健指導は、保健センター保健師・管理栄養士（臨時・嘱託含む）が保険年金課の兼務により実施している。研修は、保健所・国保連合会主催の研修会に参加している。

健康福祉センターで特定健診を受診した方で特定保健指導の対象となる可能性のある方に対し、その日のうちに保健指導を実施　予定８５回/年　（見込　２４０人）

・特定保健指導の質の向上のため、スタッフ間カンファレンスを年１０回行い、現状分析や課題解決のための検討を行った。

地域職域として企業従事者の健康相談等指導を行い産業医として事業所での健診等を行っている。

平成３０年度は実施なし（２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピックの競技会場となっていることから、他関係市町村と協議し、受動喫煙防止対策を検討中）。

・乳幼児突然死症候群（SIDS）対策強化月間に、乳幼児の受動喫煙防止キャンペーンを実施。
・既存の保健関連事業において、喫煙者へ禁煙支援を実施。
・母子健康手帳交付時に、禁煙相談及びパンフレットの配布を実施。
・禁煙外来や禁煙支援薬局等、禁煙相談ができる医療機関を紹介している。

・希望に応じて健康相談や健康教育も実施できる旨をチラシ等で周知を図っている。
・市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」及びホームページに受動喫煙や喫煙の影響、日本禁煙学会の「禁煙治療に保険が使える医療機関」のリンクを掲載する等禁煙
に関する情報提供を行った。
・保健センターのがん検診会場、市役所に禁煙週間用のポスターの掲示を行った。



実施主体
平成３０年度
の主な取組

平成３０年度の実績（見込）

入間市
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飯能市
③

飯能市
③

狭山保健所
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会 ④
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師会 ④
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所沢市

④
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④
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日高市
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狭山市医師
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○市とタイアップし糖尿病性腎症重症化予防事業（県共同事業）を実施。

５月３１日の世界禁煙デーに合わせ健康被害の普及啓発キャンペーンを実施した。また、乳幼児健診や講座等の機会に知識の普及啓発及び情報提供の実施

○保健事業（両親学級・母親学級）における喫煙リスクの周知、特定保健指導の実施

○妊娠届出・母子健康手帳交付時の禁煙相談・パンフレットの配布

・受動喫煙防止対策の推進（認証施設６５０施設）
・改正健康増進法に適切に対応するためH３０年８月～１１月に飲食店における受動喫煙防止対策の実施状況に関するアンケートを実施。
・健康増進法の改正により受動喫煙防止に関する新たな認証制度が平成３１年度に開始予定。それに伴う対応を進める。
・その他住民や事業所等からの相談に随時対応した。

検診等による早期予防に取り組み指導を図る。予防教室等の講演などを実施する。

○「入間市糖尿病を考える会」などの勉強会を継続的に開催。

糖尿病腎症にも積極的に協力しています

・糖尿病予防教室
　特定保健指導対象外の教室として、糖尿病予防教室を１コース６回、実施期間３ヶ月間、延べ６６人に実施。　周知・受講勧奨：国保の特定健診の結果、保健指導判定値以上の方のヘモグロビンA１ｃ５．９
から７．９の方に事業案内を個別通知し、受講勧奨。また、広報で広くPR。
　内容：血液検査を１回目・５回目の２回行い、教室での取り組みを評価している。
・非肥満高血糖者を対象に健康講座を実施。定員６０人

・埼玉県による「生活習慣病重症化予防対策事業」に参加し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・受診中断者を医療に結びつけるとともに、糖尿病性腎症で通院する患
者のうち、重症化するリスクの高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行を防止した。また、過年度の保健指導修了者のうち、希望者へのフォローアップとして継続支援
を実施した。
・糖尿病性腎症で通院中の患者への保健指導（腎症の病期：２期の場合は保健指導４回、参加者１１人）（腎症の病期：３期４期または不明の場合は保健指導７回、参加者３人）
・糖尿病性腎症重症化予防事業の保健指導修了者への継続支援（保健指導２回、参加者５人）
・特定健診結果の糖尿病関係異常値放置者への医療機関への受診勧奨（通知書発送１回目、対象者２０３人・通知書発送２回目（１回目の勧奨後受診していない人）、対象者１１７人）（電話に
よる勧奨１回目、対象者４９人・電話による勧奨２回目（２回目の通知による勧奨対象者）、対象者２６人）　※電話による勧奨は電話番号が判明した人のみ対象

○個別相談
　・健康相談（年１２回）、栄養相談(４２回）の実施

○集団健康教育
　・栄養学セミナー(年６回）、血糖値改善教室（年１回：７回コース）の実施

生活習慣病予防相談の実施年40回・・・利用者数（30年12月現在）28回97人

生活習慣病重症化予防事業の実施(７名指導)

市民公開講座等、健康づくりへの普及啓発に努める。



実施主体
平成３０年度
の主な取組

平成３０年度の実績（見込）

所沢市・医師
会 ⑤

所沢市・医師
会

⑤

入間地区医
師会 ⑤

入間地区医
師会 ⑤

飯能地区医
師会 ⑤

狭山市（健康
づくり支援
課） ⑤

所沢市

⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

入間市
⑤

飯能市
⑤

健康まつり　　市民来場者　　１，８０３名
            　　　 医師会ブース健康相談　４２名
　　　　　　　　　医師会主催講演会開催　参加者　６１名
　　　　　　　　　血圧測定　７７名

市民公開講座の開催
参加者　１１７名

生活習慣病予防啓発用ポスターの配付（３２３枚）

○健康づくりに関する講演会、イベントへの医師の派遣。

○各種啓発、ＰＲポスター等の医療機関への積極的な掲示。

18歳から39歳の健康診査を個別で実施しています。

健康づくり講演会
　開催日時：平成３０年１２月８日（土）１３時開演　会場：狭山市民会館大ホール
　講演内容：「すべての人に健康を！生活習慣病予防と看護」　講師：西武文理大学看護学部看護学科　教授　神庭純子氏
　参加者：２８３人

・食育月間イベント（6月）、健康まつり（11月）等の各種イベント会場に於いて食育・生活習慣病予防関連情報の掲示と相談を実施した。
・歯と口の健康週間行事（6月）健康増進普及月間イベント（9月）健康まつり（11月）等の各種イベント会場に於いて食育・生活習慣病予防関連情報の掲示と相談等を実施した。
・地域住民・団体から依頼を受け健康教育を実施した。加えて、職域の分野においても、市の保健事業の活用を利用してもらえるよう、情報誌を作成し、労働基準協会の機関誌に
同封する等して市内の２００事業所に情報を提供している。

健康づくりの知識の普及啓発として「生活習慣改善セミナー」を実施　２回/年　（参加者　７１人）

各地区公民館に於いて健康アップ教室の実施　１５回/年　（参加者　見込１２０人）

小・中学校、自治会、老人会等への講師派遣による健康教育の実施　予定７０回/年　（参加者　見込１０００人）

高血圧者に対する医療機関への受診勧奨（通知書発送１回、対象者１６９人）

ジェネリック医薬品差額通知書の発送（平成３０年１０月発送〔平成３０年７月診療分対象〕、５４３件）、（平成３１年３月発送予定）

健康レベルアップキャンペーンの実施（平成３０年５月２２日～５月２５日開催（延べ１９９人）

食生活カレンダーの配付（１,０００部）

各種パンフレットの配付（「糖尿病の重症化を予防するために」「健康バランス食生活」「今日からできる認知症予防」、各１,０００部）

・「はんのう健康まつり」を開催した（８３０名）。



実施主体
平成３０年度
の主な取組

平成３０年度の実績（見込）

日高市
⑤

狭山保健所

⑤

狭山保健所
⑤

狭山保健所
⑤

狭山保健所
⑤

・歯科口腔保健連携推進会議　：　H31.1.24　３１人

・健康づくり協力店の指定　H30年１月～２月　新規９件

各種健康教室の実施・・・運動や食事に関する各種健康教室を実施。公民館と協同開催することで参加者増加に努める。
「生き生き健康ウォーキング」を実施（コバトン健康マイレージ事業と合わせて実施。半年間ウォーキングを継続し、その前後に血液検査・体力測定を行い、埼玉医科大学に分析を委託）。

・給食施設講習会：　講義と塩分測定　H30.6.20　参加者１３１人　　H30.8.9　参加者３４１人　H31.2.20参加者６９人（予定）
・働き盛り世代の健康管理研修会　：　H30.12.18　塩分測定９施設　参加者９人
・食生活改善推進員研修会　：　H30.10.29　講義「減塩のすすめ」とグループワーク、塩分測定　参加者６８人
・健康長寿サポーター養成研修　：　H30.5.29　２５８人　H30.10.18　１８人

・食品表示法に基づく栄養成分表示指導　２２件



医師会、医療機関、市、保健所、消防本部

実施主体
平成３０年度
の主な取組

狭山市（健康づ
くり支援課）

①

所沢市 ①

入間市 ①

入間市 ①

入間市 ①

飯能市 ①

日高市 ①

狭山保健所 ①

狭山市（健康づ
くり支援課）

②

所沢市 ②

入間市 ②

主な取組
①小児救急医療体制の充実・強化
②子どもの急病等に関する情報提供の強化
③小児救急医療を検討するネットワークの機能強化

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書（２）

重点取組 小児救急医療

目標
　休日や夜間においても、急病や事故に遭った子どもが必要な医療を適切に受けられるよう、小児救急医療体制の整備を進めます。また、子どもの急病に対する保護者の不安を解消するとともに、症状に応じ
た適切な受診について広報していきます｡

・ところざわほっとメール（情報メール配信サービス）での情報提供を継続して実施。
・小児急患診療に係るポスターと案内カードを市内１０９か所に配布。
・広報ところざわに、毎月の休日及び夜間・深夜の診療情報を掲載。
・引き続き、市内に全戸配布している「健康ガイドところざわ」に救急医療に関するページを設けて周知に努めたほか、市ホームページ等を通じて、埼玉県救急電話相談（＃７１１９）の周知を図った。

実施主体

平成３０年度の実績（見込）

小児科第二次救急医療体制の再構築を支援するため、引き続き、日曜、休日、年末年始（12/29～1/3）の昼間に休日診療を行なった。
また、狭山市・入間市合同で一週間を通して夜間の初期救急診療を行なった。

・前年度に引き続き、夜間や休日に小児の初期救急医療が提供できるよう、小児夜間急患診療・小児深夜帯急患診療、小児科日曜日・休日急患診療などの診療を実施。
　（小児夜間急患診療）：日～土曜日
　（小児深夜帯急患診療）：日・火・水・金・土曜日
・狭山保健所及び所沢地区（入間市・狭山市・所沢市）の担当市で「小児科救急輪番体制に関する調整会議」に出席し、課題の確認と情報共有を図った。
・月曜日、第2日曜日及び第5日曜日が不在であった、小児科救急医療病院群輪番制事業について、平成31年1月より、埼玉石心会病院が、第2日曜日を担当することになった。

小児科二次救急医療体制の支援や夜間診療所の初期救急医療体制の充実を図るため、入間市夜間診療所を開設し、内科・小児科の診療を週４日（日曜・月曜・木曜・土曜）行っている。なお、狭山市との共同により、一週間
を通じた夜間の初期救急医療体制を整備している。

小児科二次救急医療体制の月曜日が空白であるため、全ての曜日の診察体制が確保される様に積極的に働きかける。

入間市・狭山市それぞれが実施している休日夜間の初期救急医療については、相互利用が可能となっている。

・休祝日・夜間診療所の運営を（一社）飯能地区医師会に委託して開設

初期救急医療体制については、休祝日・夜間診療所運営費を地区医師会へ助成。
第二次救急医療体制については、坂戸・飯能地区病院群輪番制病院運営事業に係る費用の助成。
日高市健康スケジュール、広報紙、ホームページに情報を掲載。

①小児二次救急の輪番空白日解消のため、関係医療機関、医師会、市と調整を図るとともに、実務者による調整会議を実施した。

市では、広報紙やホームページ等で、「子どもの急病時の電話相談」や「休日・夜間の救急診療体制」について、市民への周知を図った。

救急電話相談（＃7119）及び埼玉小児救急電話相談（#8000)について、市公式ホームページ、市公式モバイルサイト、広報いるま、保健情報誌　「健康いるま」に情報を掲載している。



入間市 ②

飯能市 ②

日高市 ②

狭山市（健康づ
くり支援課）

③

所沢市 ③

狭山保健所 ③

③所沢地区救急医療対策協議会で、救急医療体制等について協議等を行った。

「県・子どもの救急ミニガイドブック」を市公式ホームページに情報を掲載している。また「新生児訪問」や「こんにちは赤ちゃん訪問」時（両者で全戸訪問）に同冊子を配布している。

・健康カレンダー、広報紙、暮らしのガイドブック、子育てガイドブック、ホームページへの情報掲載
・「飯能市ご当地アプリ」内の「子どもの健康ナビ」「ママフレ」を活用し、随時情報発信を行っている。
内容：スマートホン等にアプリをダウンロードして利用。緊急時の医療機関、埼玉県救急電話相談等を素早く検索できる。他にも各種感染症情報等をリンクされている。
平成31年2月5日現在：利用登録者数1,521人（子ども1,800人）

県作成の「子どもの救急ミニガイドブック」を母子健康手帳交付時に配布。
県の救急電話相談＃7119や小児救急電話相談については、広報紙やホームページに掲載、乳幼児健診時にカードを配布するなどしてＰＲしている。

所沢地区の小児科二次救急医療体制の再構築を引き続き、入間市及び所沢市と共に狭山保健所に要請した。
【所沢地区小児二次救急医療体制（平成31年1月末現在）】
火曜日・水曜日・第３日曜日昼間（入間川病院）、木曜日・土曜日（西埼玉中央病院）、金曜日・第２・第４日曜日昼間（埼玉石心会病院）、第１日曜日昼間（狭山厚生病院）週７日の診療体制
※一部空白あり

・市の小児初期救急医療の推進について総合的に協議するため、「所沢市小児初期救急医療推進ネットワーク協議会」を年２回（１０月、１月）開催し、情報の交換、施策の提案等を行っている。
・所沢地区小児科救急医療病院群輪番制事業等の協議を通じ、県及び所沢地区（所沢市、入間市、狭山市）間での関係強化に努めた。



別紙

④思春期対策の推進

実施主体
平成３０年度
の主な取組

狭山市（保健セン
ター）

①

所沢市 ①

入間市 ①

入間市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

日高市 ①

主な取組

①妊娠・出産期からの相談支援体制の強化

②未熟児等への専門職による家庭訪問の強化

③児童虐待防止のための連携体制強化

⑤妊娠期からの小児歯科保健対策の推進

第7次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書（４）

重点取組 親と子の保健対策

目標 妊娠期からの切れ目のない相談支援体制の強化とともに関係機関とのネットワークづくりを進めます。また、リスクの高い家庭への支援を徹底し、児童虐待防止に努めます。

　母親学級OG会（年６回）

実施主体 市、保健所、医療機関、教育機関、児童相談所

平成３０年度の実績（見込）

妊娠・出産期からの相談支援体制の強化
　母子保健型利用者支援事業として、保健センターに加え平成３０年７月より本庁舎でも、妊娠届出時の面談を開始した。それにより、面談率が平成２９年度の４割から平成３０年度は９割となり、支援の必要
な方への早期支援につながった。
　妊娠届出時の面談数・・・８８４件　９０％
　特定妊婦・・・・・・・・・・・・・ ８７件 　 ９％

子育て世代包括支援センター（母子保健型）に３名の専門相談員を配置。妊娠・出産期における相談支援体制の充実を図った。妊娠届出時保健師未面談者に対して、マタニティコールを行い、全妊婦の把握
に努めた。訪問については、新生児・妊産婦訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問を実施している。

子育て世代包括支援センター（特定型・母子保健型各１か所）において妊娠届出・母子手帳交付時、アンケートを行い、専門職による面接を実施　随時　（見込　８００人/年）

子育て世代包括支援センター間でのケース対応に関する定例会議の実施　１２回/年

子育て世代包括支援センターを設置し、原則、全員、妊娠届出時に保健師による面接を実施し母子健康手帳を交付した。

  妊娠届出から特定妊婦を把握し、個別支援の実施。

  周産期からの虐待予防による医療機関等からの連絡支援による訪問指導の実施。

　母親学級（３回×６クール）

　両親学級

　新生児訪問（乳児家庭全戸訪問事業）

母子保健利用者支援事業：平成２８年９月から助産師を配置し事業を開始。妊娠届出時の面接や出産後間もない時期に電話相談を行うなど、妊産婦に対する相談支援を行っている。



別紙

日高市 ①

日高市 ①

保健所 ①

狭山市（保健セン
ター）

②

所沢市 ②

入間市 ②

飯能市 ②

日高市 ②

保健所 ②

狭山市（保健セン
ター）

③

所沢市 ③

入間市 ③

入間市 ③

入間市 ③

飯能市 ③

日高市 ③

日高市 ③

日高市 ③

・産後の母親のメンタルヘルス支援研修会の開催：年2回（平成30年5月31日　55人、平成30年10月16日　21人）
　参加者：管内産科医療機関及び助産所の助産師等、管内市保健センター職員、新生児訪問等担当助産師

妊婦・産婦訪問：保健師、助産師による家庭訪問を実施。パパ・ママ教室：年６コース（１コース５回）実施。

周産期からの虐待予防事業による医療機関からの連絡に対し母子保健担当課が訪問指導等を実施。必要時、虐待担当課と連携しケース支援にあたっている。

・妊娠期からの虐待予防強化事業看護連携会議の開催：年2回（平成30年11月26日　32人、平成31年3月11日）
　参加者：管内産科医療機関及び助産所の助産師等、管内市保健センター及び児童福祉主管課職員
・相談技術の基礎研修会の開催：年1回（平成31年3月8日）
　～効果的な情報収集・アセスメントをするために　～
　参加者：管内市及び保健所の保健師

未熟児等への専門職による家庭訪問の強化
　助産師・保健師による新生児訪問・・・４４７件　４５％

未熟児養育医療受給者に対し、申請時、主に地区担当保健師による面接を経て、母子への訪問指導を行った。ケースの必要に応じ、母の精神面へのフォロー、病院との調整、母の要望により、未熟児サロ
ンの開催などを行っている。

未熟児訪問指導の実施　（見込　３６人/年）

○未熟児養育医療受給者への訪問支援

未熟児訪問：保健師、助産師による家庭訪問を実施。
未熟児養育医療受給者へ地区担当保健師が訪問し、必要なサービスにつなげるなどの支援を実施。

児童虐待防止のための連携体制強化
　特定妊婦受理処遇会議・・・年１２回　延べ１９２人
　要保護児童対策地域協議会実務者会議・・・年１２回　延べ４２０人

乳幼児健康診査未受診者に対し、受診勧奨を強化し通知及び家庭訪問を実施。対象期間を過ぎて未受診だった者については、こども相談センターに情報提供を行い、虐待リスクについて精査を図った。必
要に応じて、支援の必要性を検討している。
医療機関との連携については、支援家庭の連絡や市内産科医療機関と連携会議等を行うことで、連携強化が図られている。
その他、訪問看護ステーション、保育園等福祉部署、教育センター、精神保健担当との連携によるケース支援を実施。平成２４年度より、連携強化を目指し、民生児童委員の定例会にて各地区担当が連携依
頼を行っている。

要保護児童地域対策協議会担当者会議への参加　１２回/年

妊娠期からの虐待予防強化事業により県内医療機関から養育支援連絡票によるリスクのある家庭への支援　（見込　５５件/年）

要保護家庭の支援に対する関係者による事例検討会　随時

○個別支援
・必要に応じて検討会議を開催
○会議
・地域子育て支援拠点連絡会議（１２回）を開催し、早期連携体制強化を行っている。
・要保護児童対策地域協議会の開催
　代表者会議（１回）、実務者会議（６回）、個別ケース検討会議（随時）

関係機関との個別ケース会議の実施（１７回）

日高市要保護児童対策地域協議会の開催（代表者会議年１回、実務者会議年５回）

母子保健担当課が乳幼児健康診査や個別ケース対応等で発見した虐待（疑いを含む）ケースについては、虐待担当課と連携してケース支援にあたっている。



別紙

日高市 ③

日高市 ③

保健所 ③

狭山市（保健セン
ター）

④

所沢市 ④

飯能市 ④

保健所 ④

狭山市（保健セン
ター）

⑤

狭山市（保健セン
ター・健康づくり支援

課）
狭山市歯科医師会

⑤

所沢市 ⑤

飯能市 ⑤

日高市 ⑤

・母子保健連携調整会議の開催：年2回（平成30年6月6日13人、平成31年2月26日）
　参加者：管内市保健センター職員
・ふれあい親子支援事業（事例検討会）の開催：年6回（4月26日、6月28日、8月23日、10月25日、12月20日、2月21日）

市内関係機関への訪問（小学校　６校、中学校　６校、学童保育室　１２か所、保育園　６か所、幼稚園　３か所、認定こども園　１か所）

民生委員協議会家庭児童部会からの依頼による研修会の実施（１回）

地区担当制をとり、地区診断からの地区保健活動計画を立てて、ケースと地区保健活動に取り組んでいる。

○母子保健事業
母親学級で歯科保健指導、乳児健診、１歳６か月健診、３歳児健診に加え２歳児歯科健診で歯科診察、歯科保健指導等を実施している。

パパママ教室において歯科衛生士の講義を実施（6回）

思春期対策の推進
　平成３０年度は実施なし

学校保健との連携強化をめざし、養護教諭連絡会で保健医療計画「健康の保持・増進」の分野について、周知した。
教育委員会と調整しながら、成長発達や生活の変化が大きい小学校6年生と中学校３年生向けに保健体育等の授業で活用できる教材を作成、配布した。
思春期こころの健康相談（予約制）を実施した。

○母子保健事業
育児体験学習として母子愛育会に委託し、市内中学生を対象に助産師からの講義「生命の大切さ」、沐浴指導、妊婦体験を実施。７校実施

・子ども（思春期）の心の健康問題研修会の開催：年1回（平成31年2月27日42人）
　「思春期の心の問題について考える　～学校の先生だからこそできること～」
　参加者：教育関係機関職員、　管内市保健センター及び児童福祉主管課職員等

妊娠期からの小児歯科保健対策の推進
　妊娠届出時（リーフレットによるPR)、マタニティスクールでの保健指導（７回、延べ７１人）、乳幼児健康相談での個別相談（１２回、延べ８４人）、４か月児健診での歯磨き指導（１６回、延べ９３１人）、１歳６か
月児健診での歯科検診と歯磨き指導（１６回、延べ９４７人）、３歳児健診での歯科検診と歯磨き指導（１６回、延べ９８０人）、
乳幼児健診の事後フォロー教室「ぴょんぴょんルーム」（１２回、延べ２５組）

むし歯予防デー
　歯と口の健康週間にちなみ、保健センターを会場として、歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発、歯科健診、相談、歯みがき指導、及びフッ化物塗布を実施。
　（来場者：延べ７５１人　※うち、フッ化物塗布者数：３９３人）



保健所、市、医師会、医療機関、薬剤師会、消防、警察、教育機関、福祉機関、労働機関

実施主体
平成３０年度
の主な取組

狭山市（保健
センター） ①

所沢市 ①

入間市 ①

入間市 ①

入間市 ①

入間市 ①

入間市 ①

主な取組

①精神疾患への正しい知識の普及
②精神保健医療福祉に関する相談窓口の充実
③精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供
④措置入院者の退院後支援を含む精神障害の地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築

第７次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書（３）

重点取組 精神疾患医療

目標
　早期発見、早期治療を促すため精神疾患に関する正しい理解を促進します。
また、病状やニーズに応じた、適切な医療・福祉サービスが受けられ、住み慣れた地域で安心して生活が継続できる体制づくりを目指します。

実施主体

平成３０年度の実績（見込）

 精神疾患への正しい知識の普及
  ・自殺対策講演会「命の守り方 ～子どもと若者の生きづらさを考える～」
　　講師：東京未来大学　教授・臨床心理士　須田　誠　氏
　　開催日時：平成３０年１０月４日実施　　対象：市民７３人
  ・こころの健康講座「精神科医によるこころに優しい落語会」
　　開催日時：平成３０年１１月１２日実施　対象：市民８６人
  ・自殺対策研修会「うつや不安な気持ちを抱えた人の支え方、寄り添い方について」
　　講師：NPO法人　メンタルレスキュー協会　小野田　奈美　氏
　　開催日時：平成３１年３月２０日実施予定　対象：市民　定員８０人

・こころの健康講座等の実施  一般市民向け講座　 6回　延べ  250人、当事者家族向け講座　　2回　延べ  70人
・各種疾患のつどい（うつ病、強迫性障害、発達障害） 60回　延べ ４００人
・所沢市こころの美術展　4日間 延べ 2,533人

統合失調症講座の実施　２回講座/年　（参加者　延８８人）

発達障害者支援事業講演会の実施　「発達が気になるお子さんへの関わり方」　１回/年　（参加者　５７人）

精神保健福祉講演会の実施　「発達に特徴のある子の力を伸ばす関わりと空間づくりのコツ」　２回講座/年　（参加者　延１５３人）　　「思春期の
こころの理解～精神疾患への気づきと関わり方～」　１回講座/年　（参加者４５人）

自殺予防週間街頭キャンペーンの実施　（入間市駅・武蔵藤沢駅にて啓発グッズ２０００個）の配布

認知症サポート養成講座の開催（２８回開催　延べ１，４９０人）



飯能市 ①

日高市 ①

日高市 ①

日高市 ①

保健所 ➀

狭山市（保健
センター）

②

年2回市内家族会及び近隣医療機関で実施する家族講座、家族会に関する広報掲載を行い、普及啓発に努めた。

○精神保健事業
・こころの健康づくりの集い（講演会：年1回　2月23日　定員50人）
○自殺対策事業
・体制整備：飯能市自殺対策計画いのち・つなげる　策定（基本方針：生きることの包括的支援体制の確立）
・啓発普及事業
　・こころの健康づくりの集い（人材育成：年1回　2月23日　定員30人）
　・自殺予防週間特別展示「いのち・つなげる」
　・自殺対策強化月間特別展示「いのち・つなげる」
・人材育成：ゲートキーパー（こころの健康づくりサポーター）養成
○アルコール健康障害対策
　・アルコール関連問題啓発講座（年1回　11月9日　参加18人）
　・アルコール節酒指導HAPPYプログラム(2回/1クール；実参加者数15人）
　・新成人への啓発　（1月13日市成人式にてリーフレット対面配布：300部、一気飲み防止、飲酒運転禁
○精神保健福祉フォーラム（テーマ：精神障害にも対応した地域包括ケアシステム）
○認知症対策
・アルツハイマーデーに合わせた特別展示、講演会の実施
・認知症サポーターの養成

こころの健康に関する教室および講演会：各年１回（31年3月実施予定）。
ゲートキーパー養成講座：年１回、日本ゲートキーパー協会へ講師派遣依頼。
今までにうつ病家族教室に参加した人を対象に月1日うつ病家族交流会を実施。

平成30年9月より、ヘルプマーク、ヘルプカードの市役所窓口での配布を開始した。

・自殺対策公開講座　１０月２９日　「地域支援者のための”こころの相談”パワーアップ講座」　７３人参加
・ひきこもり公開講座　１１月９日　「ひきこもりの理解を深めるために～関わりのポイント～」　４９人参加
・関係者向け研修会　 ２月２６日　「ギャンブル等の依存関連問題のとらえ方と支援について考える」　６０人参加(予定)

 精神保健福祉に関する相談窓口の充実
  ・ゲートキーパー研修
    開催日時：平成３０年７月３１日　対象：市職員及び医療福祉関連機関職員６５人
  ・精神保健相談１２件（奇数月開催）平成３１年１月時点　（３月末見込　１４件）
  ・こころの相談１６件（遇数月開催）平成３１年２月時点（予約申し込み時点）
  ・個別相談（随時）
  ・相談機関周知用ポケットティッシュの配布（随時）➡保健センター、市内サービス支援事業所



所沢市 ②

入間市 ②

飯能市 ②

日高市 ②

保健所 ②

狭山市（保健
センター）

③

飯能市 ③

・随時相談（メール、電話、来所、訪問）延べ  8,000件
・精神科医師による精神保健専門相談事業　12回 延べ24人
・思春期こころの健康相談事業　10回 延べ20人

精神科医によるこころの相談・もの忘れ相談　５回/年　（相談　見込１０件）

○精神保健相談・自殺ハイリスク者への相談支援
・保健師（地区担当制）・精神保健福祉士による随時の個別支援（面接・訪問）
・保健所が実施する措置入院者退院後支援への協力
○精神保健事業
・臨床心理士によるこころの健康相談（年4回　予約制　3件/回×4回）
○自殺対策事業
・対面相談支援事業
　・「うつに関する相談会」（年2回　9月、3月　予約制　3件/回×2回）
　・「うつ病体験者と家族の集い」（年6回）
　・ピアサポート相談会・交流会（こころの健康づくりの集いに併せて実施）
○アルコール健康障害対策
　・酒害相談会（年12回）
○障害者相談支援事業
　飯能市すこやか福祉相談センターを2ヶ所増設（平成31年1月　市内2事業所→4事業所）
　※すこやか福祉相談センターは、地域包括支援センターと同一の場所に設置し、高齢者・障害者の一体的な相談支援体制とした。
○認知症対策
・認知症相談センターの設置、相談窓口の充実（地域包括支援センター委託）
・認知症初期集中支援チームの実施

こころの健康相談：精神科医による相談年６回、1回につき4人に予約制。
精神保健福祉士による個別相談：適時。（29年度：面接のべ231人、訪問のべ123人、電話のべ1,465人）
その他、地区担当保健師も随時、個別相談にあたる。

・専門相談　精神保健相談：年２回３件、 ひきこもり相談:年３回３件（見込）
・精神保健相談　訪問指導：実人員２７０人、延べ６８０件、面接相談：実人員３７０人、延べ８００件（見込）
・ひきこもり家族の集い　月１回 計１２回実施　延べ１００人参加（見込）
・アルコール依存症当事者・家族の集い　月１回 計１２回実施　延べ110人参加（見込）

精神疾患の状態に応じた適切な医療の提供
  ・訪問及び相談に伴い、受診勧奨・受診同行を実施（随時）

○市訪問看護ステーションで訪問看護（医療保険・介護保険）を実施



保健所 ③

狭山市（保健
センター）

④

所沢市 ④

入間市 ④

飯能市 ④

飯能市 ④

日高市 ④

日高市 ④

保健所 ④

地域生活支援体制の充実
  ・ソーシャルクラブ　年４５回実施

・精神科受療への緊急介入・支援（通年）　２２０件（見込）
・精神科受診や受療の要否に係る電話相談　３５００件（見込）

・精神障害者支援地域協議会（代表者会議）　１２月２５日　３９人参加
・措置入院者解除後支援検討会議　月２回　計２４回実施（予定）
・精神障害者地域支援体制構築会議　１２月２５日　４５人参加
・精神障害者地域移行支援保健所連絡会　計２回実施　延べ５０人参加（予定）
・障害者相談支援従事者専門研修　１月２５日　「医療と保健・福祉の連携研修」　６６人参加

・所沢市精神保健福祉担当者連絡会 1回　40団体参加　出席者66人
・所沢市自立支援協議会こころ部会   9回　延べ225人
・福祉事業所と事例検討 14回　延べ172人
・精神障害者アウトリーチ支援事業の実施　対象者75人

精神保健福祉医療地域連携会議の開催　１回/年　３３機関　（参加者　５６人）

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの「協議の場」の実施。（年４回）
・飯能市障害者支援協議会に精神保健福祉ワーキンググループを設置。
　※障害者支援協議会構成員には、狭山保健所保健職員の参画をしていただいている。
・精神保健福祉フォーラムの開催（再掲　参加者８４人）：
　障害者支援協議会、介護支援専門員協議会共催
　テーマ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
　対象）介護支援専門員、相談支援専門員
○地域包括ケアシステムの構築
　・介護予防・日常生活支援事業の推進のための協議体の運営（社会福祉協議会委託）
　・認知症施策の推進（認知症カフェの充実、認知症初期集中支援チームの実施）
　・在宅医療連携拠点はんのうの運営（飯能地区医師会委託）

・成年後見制度利用支援事業
・成年後見支援センターの設置（受託者：飯能市社会福祉協議会）
　・市民後見人の養成・フォローアップ
・市民後見推進審議会の開催

ソーシャルクラブ：週１回。（29年度：年47回のべ282人参加）

平成30年度中に、精神保健福祉センター及び狭山保健所で実施された標記システム構築のための会議に担当者を派遣し、ニーズの把握を行っ
た。
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重点取組

目標

実施主体

実施主体
平成３０年

度
の主な取組

狭山市医師会 ①

所沢市・医師会
①

所沢市・医師会

①

所沢市・医師会
①

入間地区医師会
①

狭山市（長寿安心
課） ①

入間市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

飯能市 ①

日高市
①

日高市
①

狭山保健所
①

在宅療養入退院時連携ワーキンググループの立ち上げと会議の開催
入退院時の連携を平準化することを目的に多職種での解決策の検討を行う（年3回）

第7次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書(５)

在宅医療の推進

在宅療養を希望する患者が、住み慣れた地域で必要な医療を受けながら生活できるよう医療・介護連携の充実を図り、地域包括ケアシステムの構築を推進します。

主な取組

①在宅医療を支える多職種連携体制の構築

②医療・介護に携わる職員の人材育成

③在宅医療に関する県民への普及啓発

市、保健所、地域包括支援センター、医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等

平成３０年度の実績（見込）

他職種連携会議を実施

医療介護連携会議の運営支援
多職種による連携体制の構築を目指し、地域包括支援センターを中心に開催（市内6ブロック×年2回=計12回）

絆ネットところの開催（多職種連携研修）
・『制度改正と多職種連携』『所沢市における医療と介護の情報連携について』（7月25日　参加者81名）
・『地域でつなげよう緩和ケアの輪』（10月22日　参加者132名）
・『病院から地域へ在宅療養を支えるために私たちができること』（11月28日　参加者100名）
・『高齢者に多いスキントラブルと対応を知ろう～高齢者のスキンケアの決め手は多職種連携～』（2月28日実施予定）

○医療・介護の専門職など、様々な職種の連携推進を図るために、地域包括ごとに多職種連携会議を開催。　８地区に年１～２回開催。

在宅医療の関係者（医師会、薬剤師会、歯科医師会、訪問看護、地域包括支援センター、ケアマネジャー等）と、在宅医療・介護連携会議を年６回開催し、多職種連携で障壁となっている事や入退院時に欲し
い情報等について、意見交換等を行っている。

医療・介護従事者の連携会議１１回開催（参加者４６０人）

・多職種連携座談会飯能・日高ワールドカフェの運営支援

・飯能市東吾野医療介護センター診療所、飯能市国民健康保険南高麗診療所、同名栗診療所による訪問診療、往診の実施と関係機関・多職種連携

・飯能市訪問看護ステーションによる訪問看護の実施（医療保険・介護保険）

「成年後見制度の活用を考えよう」をテーマにワールドカフェを開催した（多職種連携座談会飯能・日高地区ワールドカフェ）

管内市、管内包括及び拠点による情報交換会を開催した（在宅医療拠点はんのう）

在宅医療を支える多職種による在宅医療検討会議を開催した。
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所沢市・医師会
①、②

所沢市 ①、②

狭山市医師会
②

所沢市・医師会

②

入間地区医師会
②

狭山市（長寿安心
課） ②

所沢市
②

所沢市医師会
②

入間市
②

狭山保健所

②

所沢市・所沢市
介護保険サー
ビス事業者連
絡協議会

②、③

狭山市医師会
③

所沢市・医師会

③

所沢市・医師会
③

所沢市・医師会
③

所沢市・医師会
③

所沢市・医師会
③

入間地区医師会

③

埼玉県医師会主催の研修会等への参加

情報共有支援
医療介護の多職種連携体制の構築を目的にメディカルケアステーションの普及と相談窓口の開設

医療介護連携会議の開催による関係構築とテーマ別講演及びグループワーク。１２回（市内６ブロック×２回）平均約70名参加。

高齢者大学での講師
『いつまでも住み慣れた我が家で・・知って安心在宅医療』(8月10日　参加者104名）

相談支援
在宅医療・介護関係者に関する相談支援（平成30年4月から平成31年1月までに144件）

　○医療・介護関係者の研修として「診療報酬・介護報酬改定を踏まえた医療・介護の流れ」をテーマに開催。

医師、介護事業者向けに、ＮＵＰ（うつ・認知症・パーキンソン病）研究会を年１回開催している。

ＩＣＴ情報連携ツールの活用研修（個別４回・全体１回）・多職種合同研修（１回・100名参加）

講演会（１回・132名参加）・ＡＣＰ研修（１回）

介護支援専門員協会等への委託研修会　４回実施（参加者２６８人）、医療従事者・介護事業者向け研修　４回実施（参加者４７４人）、自立支援型ケア会議の実施　１２回実施
（参加者４２０人）

施設での在宅療養を希望する患者が、薬剤耐性菌検出歴があってもスムーズに退院できるよう感染防止対策加算１病院とともにパンフレットを作成し、「介護施設における薬剤
耐性菌対策研修会」を介護施設職員対象に開催し、周知した。

講演会「いい人生だったと思えるように」（４１５名うち市民９６名）

在宅医療支援センターコーディネーターによる市民への啓発講座を実施

資源の把握と情報発信
『在宅医療機関一覧』『介護老人福祉施設受入一覧』『人工透析医療機関一覧』『理想のケアマネ像』の作成と情報発信

市民のつどい
『いい人生だったと思えるために・・・平穏死のすすめ』（12月6日　参加者567名）

機関紙の発行
「絆ネットところ」（年2回）

あんしん在宅療養支援ガイドの配布
市民や医療・介護職への配布（平成28年度の事業の継続）

　○在宅医療に関する住民啓発として、市内のラジオ放送、リーフレットの市民会館等へ設置、市報の掲載。
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狭山市医師会（一
部委託）

③

所沢市
③

入間市
③

日高市
③

日高市
③

「在宅医療」知っていますか？家で最期まで療養したい人に」をテーマに市民フォーラムを開催した。（多職種連携座談会飯能・日高地区ワールドカフェ）

飯能市新緑ツーデーマーチに参加し普及啓発につとめた。（多職種連携座談会飯能・日高地区ワールドカフェ）

在宅医療の拠点である在宅医療支援センターを利用してもらうために、リーフレットの配付や出前講座等で周知を行っている。
出前講座では、拠点の役割を知ってもらう他、終活について考えてもらう講座も行っている。（　7 回実施。延べ340人参加 ）

地域の健康祭り等イベント、市の高齢者向けイベントでの「あんしん在宅療養支援ガイド」やパンフレット配布による普及啓発に努めた。

市民等への普及啓発活動　６回実施（参加者２２４人）
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重点取組

目標

実施主体

実施主体
平成３０年

度
の主な取組

狭山保健所 ①

狭山保健所 ② 地域医療構想協議会及び作業部会を計3回開催し、医療機能の分化・連携の情報収集、提供をした。

市、保健所、地域包括支援センター、医師会、歯科医師会、薬剤師会、医療機関、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等

平成３０年度の実績（見込）

地域医療構想協議会及び作業部会を計3回開催し、医療提供体制のの整備の推進した。

第7次埼玉県地域保健医療計画　西部保健医療圏　重点取組　進捗状況（実績）調書(６)

地域医療構想の推進

疾病の発症により必要に応じて高度急性期、急性期、回復期、慢性期、在宅医療等まで適切な医療が受けられるよう医療提供体制の整備を進めます。

主な取組
①西部区域における医療提供体制の整備の推進

②医療機能の分化・連携の推進に関する情報収集、提供


